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創業支援の連携

役 割 施 策 連携事業(40事業)

ア 圏域全体の
経済成長のけん引

イ 高次の都市
機能の集積

・強化 ② その他、都市機能の集積・強化

②産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、
地域の中堅企業等を核とした戦略産業の育成

①高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築

③地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

特定複合観光施設（IR）誘致推進 ほか1事業

世界遺産の保全活用 ほか4事業

ウ 圏域全体の
生活関連機能

サービスの向上

①生活機能の強化 地域医療の確保に関する取組 ほか18事業

男女共同参画推進啓発 ほか３事業

広域圏サポーターの拡大 ほか2事業② 結びつきやネットワークの強化

③ 圏域マネジメント能力の強化

①産学金官民一体となった地域戦略の策定、国の成長戦略のた
めの体制整備

西九州させぼ広域都市圏ビジョン懇談会等運営

⑤その他、圏域全体の経済成長のけん引に係る施策

④戦略的な観光施策

農水産物等特産品販路拡大 ほか1事業

広域連携による周遊観光の推進

自治体新電力を活用したＧＸ事業の構築
ほか1事業

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について

(２)次期ビジョン施策体系（案）
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目指す将来の姿実現のため①人口ダム機能を果たすための人口目標 ②人口が減少しても豊かに暮らせるための経済目標 を設定

指標 目標 出典等

圏域人口 41万3千人以上（2040年) 各市町が策定している人口ビジョン

1人当たり所得額 向上 地方税課税状況等の調等（給与、営業等、農業、その

他所得）

① ビジョン

② 役割

圏域の状態がどうなることがビジョン目標の達成に寄与するのかという視点から役割の指標を設定
圏域の社会状態、指標の方向性をもってビジョンへの貢献度を分析する。

役割 目指す圏域の状態 指標 指標の方向性 出典等 関連する指標

圏域全体の経済成長のけん引
産業が活発化し、
圏域の経済状況が向上

圏域内総生産額 向上 市町民経済計算 1人当たり所得額

高次の都市機能の集積・強化
施設、アクセス機能等が充
実し、圏域の魅力が向上

公示地価 向上
国交省 標準地・基
準地検索システム

圏域人口
1人当たり所得額

圏域全体の生活関連機能サー
ビスの向上

住民サービスが高まり、
圏域の暮らしやすさが向上

社会人口動態
減少数（社会減）
の抑制

長崎県異動人口調査
佐賀県人口移動調査 圏域人口

(３) 次期ビジョン 重要業績評価指標【KPI】(案)
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③ 施策
施策（取組）の成果を図るための指標（KPI）を上位「役割」の指標の方向性への寄与という視点で設定。
目標値を設定し、その達成度をもって「役割」への貢献度を測定する。

役割 施策 KPI 「役割」への貢献 出典等

経済成長の
けん引

産学金官民一体となった経済戦
略の策定、国の成長戦略のため
の体制整備

全施策のKPI達成率
施策全体を統括、進捗管理する施策とし
て位置付けるもの

次期西九州させぼ広域都市圏ビジョン

産業クラスターの形成、イノベーション
実現、新規創業促進、地域の中堅企業等
を核とした戦略産業の育成

利益を上げた企業の割合
利益を上げた企業が増えることで圏域の
経済が活性化する

法人市民税法人税割納税企業数／法人市民税
納税企業数

地域資源を活用した地域経済の
裾野拡大

ふるさと納税寄付額
圏域の魅力や認知度の向上、関係人口の
拡大による経済波及効果

ふるさと納税に関する現況調査

戦略的な観光施策 観光入込客数
観光関連産業の所得向上が納税額向上に
つながる

各市町観光統計

その他、圏域全体の経済成長の
けん引に係る施策

大学生・高校生の地元就職率 若者人口の増加による労働人口の増加 大学生・高校生の就職内定状況

高次都市機
能の集積・
強化

高度な中心拠点の整備・広域的
公共交通網の構築

佐世保駅等（JR・MR・路線バ
ス・高速バス)乗降客数

アクセス機能の充実度 佐世保駅等における公共交通機関利用者実績

その他、都市機能の集積・強化 圏域滞在人口率
圏域の都市機能の魅力度向上等による域
外からの人の流入状態

RESAS

生活関連機
能サービス
の向上

生活機能の強化に係る政策分野 20～29歳の人口動態
子育て・生活環境の充実による流出抑制
※1期人口流出の要因

社会人口動態
（長崎県・佐賀県 異動人口調査）

結びつきやネットワークに係る
政策分野

移住者数 転入者増加による社会増(社会減の抑制) 連携市町実績

圏域マネジメント能力の強化に
係る政策分野

各研修等参加者の評価（満足
度）

関係市町村職員の資質向上により、圏域
マネジメ ント能力を高める

連携事業「男女共同参画推進啓発」「教職員
研修の共有連携」「公民連携プラットフォー
ムの形成」の受講者アンケート結果

④ 連携事業
施策（取組）の成果を図るための指標（KPI）の進捗を年度ごとに管理するため、連携事業の直接的な成果や活動等の実績を
指標として設定する。 この年度ごとの指標を確認することで施策のKPIの達成に向けた取組に反映する。
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(４)連携事業（案)新旧対照表

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 5

保 平 松 西 東 川 波 小 佐 新 伊 有

［46事業］ ［40事業］ 40 30 33 27 24 24 30 25 33 17 22 22

ア　圏域全体の経済成長のけん引 ［５事業］ ［７事業］

1 西九州させぼ広域都市圏ビジョン懇談会等運営 新規 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

1 創業支援の連携 2 創業支援の連携 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2 農水産物等特産品販路拡大 3 農水産物等特産品販路拡大 ● ● ● ● ● ●

3 道の駅広域連携 廃止

4 共同物産展の開催 4 共同物産展の開催 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 広域連携による周遊観光の推進 5 広域連携による周遊観光の推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 自治体新電力を活用したＧＸ事業の構築 新規 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

7 圏域内企業の認知度向上 新規 ● ● ● ● ● ● ●

イ　高次の都市機能の集積・強化 ［11事業］ ［7事業］

6 クルーズ船入港体制整備 『No.5 広域連携による周遊観光の推進』事業へ 完了

7 特定複合観光施設（IR）誘致推進 8 特定複合観光施設（IR）誘致推進 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

8 名切地区再整備 『No.14 佐世保市中央公園の利用促進』事業へ 完了

9 俵ケ浦半島開発 完了

9 佐世保市・佐々町地域公共交通活性化 新規 ● ●

10 大学等による地域課題解決に向けた研究の推進 廃止

11 世界遺産の保全活用 10 世界遺産の保全活用 ● ● ● ●

12 工業団地の造成・企業誘致の推進 廃止

13 圏域における交流拠点機能の連携 廃止

14 ポートセールスの推進 11 伊万里港ポートセールスの推進 ● ● ●

15 再生可能エネルギーの推進 12 海洋エネルギーの推進 ● ●

16 平戸城大規模改修 完了

13 アルベルゴ・ディフーゾ（分散型ホテル）推進 新規 ● ● ● ● ● ● ● ●

14 佐世保市中央公園の利用促進 新規 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

① 産学金官民一体となった経済戦略の策定、国の成長戦略のため

の体制整備
②産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進、地

域の中堅企業等を核とした戦略産業の育成

③地域資源を活用した地域経済の裾野拡大

④戦略的な観光施策

⑤その他、圏域全体の経済成長のけん引に係る施策

①高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築

②高等教育・研究開発の環境整備

③その他、都市機能の集積・強化

役割 施策 № 第1期 №

参画自治体　［参画事業数］

第２期（案） 区分
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保 平 松 西 東 川 波 小 佐 新 伊 有

［46事業］ ［40事業］ 40 30 33 27 24 24 30 25 33 17 22 22

ウ　圏域全体の生活関連機能サービスの向上 ［30事業］ ［26事業］　

地域医療 17 地域医療の確保に関する取組み 15 地域医療の確保に関する取組 拡充 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

介護 18 在宅医療・介護連携推進 16 在宅医療・介護連携推進 ● ● ● ● ● ● ●

19 障がい福祉サービスの充実 17 障がい福祉サービスの充実 ● ● ● ● ● ● ● ●

20 療育機能の改善 18 療育機能の改善 ● ● ● ● ● ● ●

21 病児・病後児保育室の利用に関する連携 19 病児・病後児保育室の利用に関する連携 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

22 幼児教育センターのサービス提供 20 幼児教育センターのサービス提供 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

23 ファミリー・サポート・センターの充実 21 ファミリー・サポート・センターの充実 ● ● ● ● ● ● ●

24 図書館相互レベルアップ（研修・講習会の共同開催） 22 図書館相互レベルアップ（研修・講習会の共同開催） ● ● ● ● ● ●

25 図書館相互利用サービス（利用者登録・貸出）① 『No.23　図書館相互利用サービス』事業へ(統合) 廃止（統合）

26 図書館相互利用サービス（貸出・返却の配送サービス）② 廃止（統合）

23 図書館相互利用サービス 新規（統合） ● ① ● ● ● ● ● ● ② ②

24 少年科学館事業・理科学習支援 新規 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

25 あすなろ教室運営（学校適応指導教室） 新規 ● ●

27 子どものための音楽鑑賞体験教室 『No.26　中心市文化芸術プログラムの広域連携』事業へ(統合) 廃止（統合）

28 島瀬美術センター特別展開催 廃止（統合）

26 中心市文化芸術プログラムの広域連携 新規（統合） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

27 スポーツ施設相互利用検討 新規 ● ● ● ●

29 栽培漁業の広域連携 28 栽培漁業の広域連携 ● ● ● ● ●

30 自治体PPS(新電力会社）による域内経済循環 『No.6　自治体新電力を活用したＧＸ事業の構築』事業へ(内容拡充) 変更

31 新規漁業者等就業支援 廃止

32 水産資源の増殖対策及び漁業生産環境等改善 廃止

29 赤潮監視装置設置 新規 ● ●

福祉

教育・文化・スポーツ

地域振興

①生活機能の強化に係る

政策分野

役割 施策 № 第1期 №

参画自治体　［参画事業数］

第２期（案） 区分



増減 増減 新規 完了等 廃止 統合

ア　圏域全体の経済成長のけん引 3施策 ５事業 5施策 2 7事業 2 3 ― ▲ 1 ―

イ　高次の都市機能の集積・強化 3施策 11事業 ２施策 ▲1 7事業 ▲ 4 3 ▲ 4 ▲ 3 ―

ウ　圏域全体の生活関連機能サービスの向上 3施策 30事業 3施策 ― 26事業 ▲ 4 9 ▲ 2 ▲ 7 ▲ 4

9施策 46事業 10施策 1 40事業 ▲ 6 15 ▲ 6 ▲ 11 ▲ 4

役割

第1期 第２期（案）
連携事業増減内訳

施策 連携事業 施策 連携事業
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保 平 松 西 東 川 波 小 佐 新 伊 有

［46事業］ ［40事業］ 40 30 33 27 24 24 30 25 33 17 22 22

33 災害時における相互応援体制の確立 30 災害時における相互応援体制の確立 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

34 防災行政に関する情報の共有及び職員の資質向上 31 防災行政に関する情報の共有及び職員の資質向上 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

35 エコアクション21（事業所における環境マネジメントシステムの取得促進） 廃止

36 親子でエコチャレンジ（家庭における地球温暖化対策） 廃止

32 圏域内のエコライフ推進（「させぼエコラボ」環境啓発ツールの広域展開） 新規 ● ● ● ● ● ● ● ●

33 ごみの広域処理に関する研究 新規 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

地域公共交通 37 海上交通（航路）の維持・活性化 完了

38 オープンデータ利活用の推進に係る取組み 廃止

39 情報通信インフラの共同利用 廃止

40 広域圏サポーターの創出 34 広域圏サポーターの拡大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

41 移住・定住連携窓口の広域圏活用 35 移住・定住連携窓口の広域圏活用 拡充 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

42 婚活サポート推進 廃止

36 離島地域の移住・観光における広域連携の研究 新規 ● ● ●

人材の育成 43 男女共同参画推進啓発 37 男女共同参画推進啓発 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

44 人事交流制度による職員のスキルアップ・意識醸成 38 人事交流制度による職員のスキルアップ・意識醸成 ● ● ● ●

45 教職員研修の共有連携（教育センター研修の活用） 39 教職員研修の共有連携（教育センター研修の活用） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

圏域マネジメント能力の強化 46 公民連携プラットフォームの形成 40 公民連携プラットフォームの形成 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

環境

災害対策

①生活機能の強化に係る

政策分野

地域内外の住民との交流・

移住促進

②結びつきやネットワーク

強化に係る政策分野

③圏域マネジメント能力の

強化に係る政策分野
圏域内市町村の職員等の交流

ICTインフラ整備

役割 施策 № 第1期 №

参画自治体　［参画事業数］

第２期（案） 区分



１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について

【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ １ 事業名 西九州させぼ広域都市圏ビジョン懇談会等運営

事業概要
• 産学官民による西九州させぼ広域都市圏ビジョン懇談会等を設置し、ビジョ
ンに対する意見を聴取する。その意見をビジョンへ反映するとともに、ビジョン
の進捗管理を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 圏域の将来像の実現に向けた各種連携事業の効果的な推進

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

247 247 247 247 743 1,731

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 推進体制の整備・運営及び連携中枢都市圏ビジョンの推進

関係市町 推進体制への参加、連携中枢都市圏ビジョンの推進

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

施策の成果指標達成率 25％/年 100％/年

西九州させぼ広域
都市圏協議会
（首長会）

西九州させぼ広域都市
圏協議会幹事会

報告・決定

調整・協議・確認

西九州させぼ広域
都市圏ビジョン懇談会

各

市

町

と

の

連

携

事

業

検

討

・

協

議

各

市

町

と

の

連

携

事

業

検

討

・

協

議

各

市

町

と

の

連

携

事

業

検

討

・

協

議

各

市

町

と

の

連

携

事

業

検

討

・

協

議

各

市

町

と

の

連

携

事

業

検

討

・

協

議

各

市

町

と

の

連

携

事

業

検

討

・

協

議

工業 観光 医療 ・・・・・・農業

都市圏ビジョン策定・変更に際
し、産学官民からの幅広い意
見を聴取
※必要に応じて開催

(５)連携事業概要（案）

8



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ２ 事業名 創業支援の連携

事業概要

• 佐世保市産業支援センター（愛称：VSIDE（ビサイド）)事業の圏域内での広域
展開。

• 佐世保市産業支援センター内に設置しているインキュベーション（創業支援
施設）への圏域内関係自治体内の創業希望者も入居の対象とする。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● 8

連携による効果 圏域内市町の創業希望者が産業支援センターを利用して起業することで、コー
ディネーターの適切な支援を受けて、安定的な経営を目指すことができる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

－ － － － － －

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 佐世保市産業支援センター事業の広域展開、創業関連のイベント
等の情報提供をはじめとする相互連携

関係市町 各市町内での各種支援機関（商工会や金融機関等）から創業希望
者に対するインキュベーション施設の情報提供

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

新規創業者数 202人/年 1,564人/年

入居前

審査会

入居決定

入居

サポート
開始

① 連携市町の入居希望者への施設説明
② コーディネータによるビジネスプランの聞き取り
③ 審査会に向けて、ビジネスプランの指導

① 入居希望者によるビジネスプランのプレゼン
② 審査委員からの質疑応答

① 審査会からの判断をもとに市から通知

① 入居にあたっての管理上の説明
② 必要備品の購入・搬入
③ インターネット契約（個別契約）

① ビジネスプラン遂行のための目標設定（入居時）
② 定例的な進捗管理（月１回程度）
③ レベルに応じて経営知識習得のための課題設定
④ 必要に応じた相談対応（随時）
⑤ 入居者全体による合同勉強会（月１回程度）
⑥ 卒業生や市内企業との交流会
⑦ 創業支援機関や企業との交流会

卒業
（自走）

① 入居可能期間は基本３年間
② 入居者の希望に応じて最大２年間延長
（延長する場合は、１年ごとに入居審査必要）

インキュベーションへの入居準備から卒業までの流れ

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 9



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ３ 事業名 農水産物等特産品販路拡大

事業概要

• 生産者、流通事業者、行政等が一体となった「西九州食財ネットワーク」に
参画することで、西九州させぼ広域都市圏の一次産業を中心とした交流を
図り、流通の最適化、市町や品目の枠組みを超えた産品のＰＲを行い、生
産者の所得向上を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● 5

連携による効果 販路拡大による圏域内生産者の所得向上

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

1,210 1,210 1,210 1,210 1,210 6,050

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 西九州食財ネットワークの事務局として、ホームページの維持管
理、会計、問い合わせの初期窓口等を行う。

関係市町 各連携市町で開催する交流会の運営及び、管内事業者との連絡
調整を行う。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

西九州食財ネットワークの
会員の満足度

－ 80％/年

西九州食財ネットワーク

会費 会費会費

会費 会費 会費

【
事

務

局

】

流通事業者 生産者 生産者

流通事業者 生産者連携市町・
佐世保市

情報共有の場 人脈づくりの場
アイデアを出す場

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 10



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ４ 事業名 共同物産展の開催

事業概要 ・圏域内の自治体が一堂に会した物産展の開催
・各市町の特産品の物販及び情報発信

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 圏域内における特産品の認知度向上

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 17,500

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 連携する既存イベントを実施する団体との調整及び実施に向けた
企画等内容等の調整

関係市町 当該自治体の出展事業者との調整及び出展内容の調整

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

共同物産展での売上額 8,347千円/年 10,000千円/年

既存イベントとの調整 （佐世保市）

物産展運営事業者と実施運営契約締結
（佐世保市）

物産展 出展内容調整・決定 （全連携市町）

物産展 開催 （全連携市町）

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 11



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ５ 事業名 広域連携による周遊観光の推進

事業概要

• 圏域内の観光素材の棚卸と海外市場ごとの特性に応じた磨き上げを行い、圏
域内の観光素材を一元化したパンフレットを制作。インバウンド対応旅行会社
等へのセールスに取り組み、旅行商品化を図る。

• 圏域内の観光素材を活用した訪日観光客へのプロモーションを行い、佐世保
市を起点とした域内周遊観光の促進による地域経済活性化を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 造成した旅行商品を機に来訪した外国人観光客の周遊による圏域の経済活性化

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

24,413 24,413 24,413 24,413 24,413 122,065

国及び県補助制度等 地方創生交付金

役割分担

佐世保市 圏域内のコンテンツ造成・販路開拓・プロモーション等にかかる企画
立案と各市町との調整。

関係市町 観光素材の棚卸・磨き上げによるコンテンツ造成（事業者、団体等と
の調整）

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

圏域における訪日外国人
観光消費額

1,186,869千円/年 8,011,431千円/年

旅行会社への周知
（個人相手に紹介
するイメージ）

メニューについて情報発信
（県、関係団体と連携）

ユニークな体験を
求める個人旅行者
のニーズへ対応

インバウンド対応旅行社に向けたパンフレット作成
（個人旅行向けの小規模なメニューを想定）

観光素材の棚卸・磨き上げ

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 12



【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ６ 事業名 自治体新電力を活用したＧＸ事業の構築

事業概要

• 令和5年5月GX（グリーントランスフォーメーション）推進法が成立する等、国を
あげた脱炭素化及びそれを通じた経済成長、社会変革が進められようとして
いる。そのような中、エネルギーマネジメントやコンサルの担い手として西九
州させぼパワーズ（NSP）を活用し、圏域に国からの財政支援や民間投資を
呼び込むGX事業構築に取り組む。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果
ボトルネックとなっている初動期の調査検証・ノウハウ共有をNSPによる地域貢
献事業として実施し、またノウハウ・調査結果の概要を関係市町で共有すること
によって、機動的かつ効率的にGX事業を構築できる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

363 363 363 363 363 1,815

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 各市町・NSPとの各種調整、ノウハウ集等を市町へ共有

関係市町 FS （実現可能性調査）実施等に要するデータの提供、
プラットフォームへの参加

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

本事業を通じて組成した
事業費・民間投資額

－ 8億円（延べ）

【ニーズ例】
✔ GXやCNについて何から手を付

ければいいか分からない。

✔ 太陽光発電を設置したいが、ど

のような段取りで進めてよいか

分からない。

民間事業者

Input Output

連携市町

Input

【ノウハウ・マッチング】
✔ 連携市町のGX事例・ノウハウの

共有

✔ 公共施設へ太陽光発電と蓄電池

を設置した場合の採算性の目安

✔ 民間事業者からの提案・シーズ

の吟味⇒共有

【NSPの地域貢献事業】

① 各市町のGX事業の初動期支援

➡ 事業化前の実現可能性調査

② 各市町へのGX事業ノウハウの共有

➡ 各市町の先進事例や①の調査

結果をもとにGX事業を検討する

際のノウハウ集としてとりまとめ

③ 西九州させぼ広域都市圏GXプラット

フォームの運営

➡担当者間での意見交換、各市町

ニーズと民間事業者のシーズのマッ

チング

【事業提案・シーズ】
✔ CN施策について困っている自治体はないか？
✔ 新技術の実証をさせてくれるフィールドはないか？

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 13



【事業スキーム】【具体的取組み】新

実施主体

佐世保市

参加市町

企業

①補助申請

②情報提供
周知依頼

③情報提供
参加意向確認

④参加申込

③情報提供
参加意向確認

⑤補助金
支出

⑤負担金
支出

№ ７ 事業名 圏域内企業の認知度向上

事業概要

• 既存の「市内就職促進事業費補助金」（市内企業等が実施する就業促進等
を目的とするイベントへの補助）の対象を広域圏に拡大。

• イベントの対象者は小・中学生、高校生、大学生等及び子供の進路に影響力
がある保護者を想定。

• 補助要綱を改正し、連携市町の企業等が参加する場合は、当該市町からの
負担金を上乗せ補助として交付する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● 6

連携による効果 圏域内企業の認知が高まることで、地元や広域県内での就職を考えるきっかけ
となり、若年層の地元定着に繋がる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

600 600 600 600 600 3,000

国及び県補助制度等

役割分担

佐世保市 連携体制の整備、補助事業の実施

関係市町 事業周知、企業等への呼びかけ

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

参加者に対するアンケート
調査結果（認知度割合）

― 80％/年

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 14



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ 8 事業名 特定複合観光施設（IR）誘致推進

事業概要

• 九州・長崎ＩＲがもたらす地域経済への波及効果を西九州北部地域で最大化
することを目的とする。

• 九州・長崎ＩＲとの近接性を生かし、各関係市町に所在する商工会議所・商工
会及び観光協会等と連携した地元産品（西九州食材等）のブランド化の検討
や周遊観光施策の検討を進める。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 IRがもたらす地域経済への波及効果の最大化

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 5,000

国及び県補助制度等

役割分担
佐世保市 九州・長崎ＩＲに係る取組を推進する。

関係市町 地域の魅力を活かしたＩＲ効果を享受する方策の検討を行う

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

ＩＲ関連商品化 ―
24（延べ）

（観光12、物品12）

佐世保市

ＩＲ
事業者

関係市町

九州ＩＲ推進協議会
KIRC:Kyushu-IR Committee

各商工会議所・商工会

経済界

行 政

議 会

佐世保市

・
・
・

・
・
・

各観光協会等

・ビジネスマッチング（地元調達の促進）
・周遊観光
・その他共通課題

検討内容

西九州させぼ広域都市圏
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【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ９ 事業名 佐世保市・佐々町地域公共交通活性化

事業概要

• 佐世保市及び佐々町においては、両自治体を跨って運行している路線バス
や地域鉄道が存在している。

• これら基幹公共交通を共通で有し、佐世保市と地形的にも密接な関係にある
佐々町と連携し、広域的な観点から「地域公共交通計画」及びその実施計画
を策定し、計画に基づく事業の確実な実施と進捗管理を行うことで、持続可
能な地域公共交通の実現を目指すもの。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● 1

連携による効果 計画区域内における公共交通の利便性及び持続可能性の向上

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

11,202 496 496 496 16,472 29,162

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 佐世保市・佐々町地域公共交通活性化協議会を主体的に運営す
る。

関係市町 中心市と連携し、佐世保市・佐々町地域公共交通活性化協議会の
運営に協力する。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

地域公共交通計画に基づく
事業達成率

― 計画策定後設定

令和7年度以降：計画に基づく事業実施、進捗管理

令和5年度：地域公共交通計画（素案）作成

令和6年度：地域公共交通計画策定
利便増進実施計画策定

佐世保市・佐々町地域公共交通活性化協議会

佐世保市 佐々町
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【事業スキーム】【具体的取組み】

長崎県
（文化振興・世界遺産課）

佐世保市 平戸市 小値賀町 新上五島町

圏域内の世界文化遺産の構成資産を

活用した連携事業への参画

広報協力等

№ １０ 事業名 世界遺産の保全活用

事業概要

• 平成30年7月に、世界文化遺産に登録された「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連
遺産」の構成資産の保全・活用を図る。

【構成資産】「平戸の聖地と集落（春日集落と安満岳） 」「平戸の聖地と集落（中江ノ島）」
（以上、平戸市）、「野崎島の集落跡」（小値賀町） 、「頭ヶ島の集落」（新上五島町）、「黒島
の集落（佐世保市）」

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 世界遺産の次世代への継承、交流人口の拡大

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

77,952 67,126 65,026 64,526 64,526 339,156

国及び県補助制度等 文化的景観保全推進事業補助金（国・県）、世界遺産整備活用事業補助金（県）

役割分担

佐世保市
県を中心とした取組並びに主体市町の取組に対し、圏域全体の魅力向
上に資するため、必要に応じて可能な範囲で参画し広報等の協力を行
う。

関係市町
県を中心とした取組並びに主体市町の取組に対し、圏域全体の魅力向
上に資するため、必要に応じて可能な範囲で参画し広報等の協力を行
う。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

構成資産への来訪者数 56,658人/年 71,500人/年
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ １１ 事業名 伊万里港ポートセールスの推進

事業概要 • 伊万里港のコンテナ取扱量の拡大を図るために、伊万里市と佐賀県伊万里
港振興会により、船社や荷主等へ積極的にポートセールスを行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● 2

連携による効果 圏域の都市機能向上、経済活性化

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

― ― ― ― ― ―

国及び県補助制度等 県負担金

役割分担

佐世保市
主体市町の取り組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全
体の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の
協力を行うための費用を負担する。

関係市町
主体市町の取り組みに対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全
体の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の
協力を行う。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

伊万里港のコンテナ
貨物取扱量（実入）

33,020TEU/年 43,000TEU/年

伊万里市
（事務局、負担金）

佐賀県、民間
（役員、負担金）

佐賀県伊万里港振興会
（ポートセールス、

広報事業展開）

佐世保市
（広報協力）

連携市町
（広報協力）
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【事業スキーム】【具体的取組み】

伊万里市

連携市町

海洋エネルギー研究所

支援

啓発・情報提
供

啓発・情報提供

住民

№ １２ 事業名 海洋エネルギーの推進

事業概要 • 佐賀大学の海洋エネルギー研究所との連携事業の実施により、再生可能エ
ネルギーの必要性を市民に啓発しながら導入を推進する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● 1

連携による効果 新たな産業、雇用の創出、再生可能エネルギーの活用を起点とした地域の活性
化

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

― ― ― ― ― ―

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 都市機能の集積・強化のため、必要な取組を行う。

関係市町
主体市町の取組に対し、圏域の都市機能を相乗的に高め、全全体
の魅力向上に資するため、必要に応じ、可能な範囲で広報等の協
力を行う。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

海洋エネルギー研究所のうち圏
域内の年間見学者数

88人/年 100人/年
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【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ １3 事業名 アルベルゴ・ディフーゾ（分散型ホテル）推進

事業概要

• 2018年の旅館業法改正（分散型宿泊施設設置に係る規制緩和）により、全国
的にも注目されている分散型ホテル（空き家等を利活用し、宿泊施設や飲食
店、小売店などの面的な観光機能整備）を、圏域における新たな観光拠点と
して整備、推進するもの。先駆的な平戸市において整備、供用開始し、その
取組について、定期的な情報共有の機会を作ることで、広域観光周遊におけ
る高付加価値観光の実現を目指す。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● 7

連携による効果 ・西九州エリア一体を観光拠点化するブランディングの実現
・宿泊拠点地域以外での観光客消費喚起

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

10,000 10,000 10,000 ― ー 30,000

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 分散型ホテルや空き家対策事業の先行事例等研究、圏域内の取
り組みの共有化を目的とした定期的な意見交換を実施。

関係市町

分散型ホテルの供用開始（平戸市）。定期的な協議に積極的に参
加し、各自治体での実施可能性の検討、事業着手となった場合の
他の圏域自治体との事業概要等の共有、広域周遊・滞在促進に繋
がる関連素材の発掘。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

分散型ホテルの供用開始数 ― 2（延べ）

圏域内のアルベルゴ・ディフーゾ（分散型ホテル）の取組
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【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ １4 事業名 佐世保市中央公園の利用促進

事業概要
• 名切地区再整備の一環としてリニューアルした中央公園について、圏域内
唯一の屋内遊び場をはじめとした公園のＰＲに努めるとともに、魅力的なイ
ベントの開催など幅広い活用を図り広域的な利用を促進するもの。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 賑わいの創出に寄与

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

18,260 18,260 18,260 18,260 18,260 91,300

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 公園指定管理者（ＳＰＣ）と連携した取組を進める。

関係市町 住民の公園の利用促進のために必要な協力を行う。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

中央公園の来園者数 310千人/年

長期的な目標は未設定
（当初目標は２００千人で
あり、年度毎のマネジメ
ント計画で目標値設定）

西九州させぼ広域
都市圏関係市町

佐世保市
指定管理者（ＳＰＣ）

公園ＰＲ
ＳＰＣによる魅力的な
イベントの実施・誘致

公園利用促進

中央公園
賑わいの創出

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 21



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ １５ 事業名 地域医療の確保に関する取組

事業概要 • 関係自治体が連携し、初期から二次救急医療体制に関して検討し、住民へ
の普及啓発も併せ、圏域全体で地域医療を守るための取組を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● 8

連携による効果 ・圏域内の地域医療提供体制の確保・充実

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

6,294 13,246 13,246 13,246 13,246 59,278

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 中心市として各種事業の調整・推進

関係市町 中心市と連携し、各種事業の協力・推進

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年)
目標値

(令和10年)

圏域内の救急搬送者に占める
軽症者の割合

31.9％/年 31.9％/年

佐世保市 西海市

川棚町

平戸市 東彼杵町松浦市

step3 圏域内の共通課題解決のための方策を検討

s tep1 各市町の地域課題を抽出

s tep2 圏域内の共通課題を抽出

【共通課題】

救急医療体制の維持】

佐世保市を中心として、休日夜間

の初期救急及び二次救急医療体
制を維持しており、今後の体制維持

のため、新たな枠組により施策を講

じる必要がある。

【取組①地域医療を守るための住民啓発】

≪現状≫圏域内の住民に対して救急医療体制の維持に向けた啓発を行って

いるが、休日夜間における軽症の二次救急患者は減少傾向にあるものの依
然３割程度を推移しており、不要不急の受診や大病院への紹介状無しの受

診等、制度の周知が浸透していない状況。

≪対策≫圏域内全住民への普及啓発・出前講座を継続して実施。
≪効果≫休日夜間の初期救急と二次救急の適正な利用により、医師等の負

担軽減につながる。

【取組②地域医療を守るための医療人材確保）】

•圏域内の開業医の子弟や縁故がある医師への面談、医学部生の大学訪

問などを検討し、医師のＵＪＩターン支援を行う。
•中高生を対象とした講演会の実施等により、医療従事志望者の増加に努

める。

•圏域内の医療人材確保により、地域医療の維持につなげていく。

波佐見町 小値賀町 佐々町
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ １６ 事業名 在宅医療・介護連携推進

事業概要
• 関係自治体が連携し、多職種研修会や市民啓発講演会等を実施し、在宅で
の療養が必要になったときに必要なサービスを適切に提供・選択できるよう
な体制構築を推進する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● 6

連携による効果 ・圏域内の在宅医療・介護関係者の連携推進

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

2,065 2,065 2,065 2,065 2,065 10,325

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 中心市として各種事業の調整・推進

関係市町 中心市と連携し、各種事業の協力・推進

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

圏域市町において訪問診療を
受けた（延べ）患者数

30,500人/年 33,700人/年
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ １７ 事業名 障がい福祉サービスの充実

事業概要
• 障がい福祉サービス利用者は広域の障がい福祉サービス事業所を利用して
いることから、事業所間の共通理解の醸成と事業所の質（力量）の向上を目
的に、各種研修会を広域的に実施する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● 7

連携による効果 障がい福祉サービス事業所間の共通理解の醸成と事業所の質（力量）の向上が
図られることにより、広域の事業所利用者の満足度向上につながる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

170 170 170 170 170 850

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 各種研修の企画・運営

関係市町 各種研修の企画と管内事業所への参加呼びかけ

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

研修参加者の研修内容理解度 94％/年 100％/年

運営

費用負担（参加も可）

参加連絡

連携市町区域内
開催案内

参

加

研
修
内

容
の
企

画
立
案

開催案内

参加連絡

佐世保市内

既存の事業

佐世保市

連携市町

障がい福祉サービス

事業所研修

事業所

事業所

事業所

事業所

事業所

事業所
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１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について

【事業スキーム】【具体的取組み】

№ １８ 事業名 療育機能の改善

事業概要
• 子ども発達センター医師及び各医療専門職による学習会や、連携する市町
内の専門職による知見共有の場の提供により、圏域内の療育機能を向上さ
せる。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● 6

連携による効果 子ども発達センター専門職の知見を核としながら、参加各市町の専門職等と共
同による地域内の療育機能を向上

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

13 13 13 13 13 65

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 佐世保市子ども発達センターの医療専門職による知見の提供及び
関係づくりのための場の企画と提供

関係市町 知見共有及び関係づくりのための場への参画と、自ら関わるケー
ス等から得た知見の提供

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

関係専門職の事業内メニューに
対する実効感評価

―
平均点4以上/年
（5段階評価）

通級教
室職員

佐世保市

連携市町

通級教
室職員

研

修

内

容

企

画

立

案

募集・勉強会等
実施内容通知

参加
連絡

募集・勉強会等
実施内容通知

参加連絡

参
加

学習会開催

調整・
運営

開催
支援

佐世保市内

セラピ
スト

小学校
教員

療育関
係者

【学習会】

連携市町

セラピ
スト

小学校
教員

療育関
係者

25



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ １９ 事業名 病児・病後児保育室の利用に関する連携

事業概要

• 病気中または回復期の児童を家庭で保育ができない場合、病児・病後児保育施設で
預かることで、保護者の育児と就労の両立を支援するとともに、子どもの健康管理に寄
与する。

• 病児・病後児保育施設の相互利用を可能とし、連携自治体居住者が居住地や勤務先
に近い施設を利用できるなど、利用者の需要に合わせたサービスの提供を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

連携による効果 連携自治体居住者が居住地や勤務先に近い園域内の病児・病後児保育施設を
利用できる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

2,312 2,312 2,312 2,312 2,312 11,560

国及び県補助制度等 子ども・子育て支援交付金（国・県）

役割分担

佐世保市

①住民に向けて病児・病後児保育施設の相互利用を広報する。
②圏域内病児・病後児保育室の利用実績及び負担金精算実績を取りまと
め、関係市町に報告する。
③圏域内病児・病後児保育室の施設情報の確認及び情報提供を行う。

関係市町
①住民に向けて病児・病後児保育施設の相互利用を広報する。
②自治体内病児・病後児保育室の利用状況を佐世保市に報告し、利用実
績に応じた負担金の精算を行う。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

園域内病児・病後児保育施設の利用
人数に占める相互利用者の割合

4.58％/年 6％/年

居住地や勤務地に近い施設を
利用可能

連携市町居住者

佐世保市内病児保育室 連携市町内
病後児保育施設

佐世保市 連携市町

【佐世保市と連携市町とのやり取り】

・利用実績報告
・負担金精算

・実績集約、報告

【連携市町間のやり取り】

連携市町連携市町

・利用実績報告
・負担金精算
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ２０ 事業名 幼児教育センターのサービス提供

事業概要

• 圏域内における乳幼児教育・保育の質の向上を目指した佐世保市幼児教育
センター主催の研修・講演会等開催。（乳幼児教育・保育施設職員向けの研
修会や一般市民向けの講演会等に対する各市町参加呼びかけによる合同
開催。）

• 佐世保市開催の既存の研修会等をベースとし、年度ごとに佐世保市幼児教
育センターにて計画し、年に２回程度実施。

• 各市町からの参加者枠をある程度確保出来る内容（比較的規模の大きい内
容）のものとして開催する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果 圏域内における乳幼児教育・保育の質の向上を目指した研修・講演会を実施す
ることで、連携市町における保育の質の向上及び子育て支援の充実を図る。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

ー ー ー ー ー ー

国及び県補助制度等 ー

役割分担

佐世保市 研修会等の主体的運営

関係市町 参加者の募集及び集約及び佐世保市への報告
研修会等の運営協力

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

研修会・講演会内容の
活用意向率

－ 100％/年
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ２１ 事業名 ファミリー・サポート・センターの充実

事業概要

• 佐世保市を含む４市３町において、圏域におけるファミリーサポートセンター
事業の充実を図る。

• ３市１町（佐世保市・平戸市・西海市・波佐見町）においては、会員養成講座
等を相互に受講可能とする。また、情報交換会を開催するなど、ファミリーサ
ポートセンター実施団体同士の交流を図る。

• １市２町（松浦市・川棚町・佐々町）においては、視察の受け入れや助言等、
事業立ち上げの支援を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● 6

連携による効果

• 事業実施自治体間では、会員養成講座等の相互受講を可能とすることによ
り、新規登録希望者への受講機会拡充及び会員の資質向上が図られる。

• 事業未実施の自治体に対して事業立ち上げへの支援を行っていくことで、圏
域における事業の普及が図られる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

― ― ― ― ― ―

国及び県補助制度等 子ども・子育て支援交付金（子育て援助活動支援事業）

役割分担
佐世保市 会員養成講座等の相互受講及び、事業立ち上げ支援

関係市町 会員養成講座等の相互受講及び、事業立ち上げ支援

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

提供会員の新規登録者数 9人/年 15人/年

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 28



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ２２ 事業名 図書館相互レベルアップ（研修・講習会の共同開催）

事業概要 • 佐世保市及び域圏各市町において、図書館職員や図書館利用者等を対象と
した研修・講習会を域圏各市町で共同開催する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● 5

連携による効果 連携市町域圏の図書館職員等の資質向上及び読書活動の意義の啓発。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

314 314 314 314 314 1,570

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市
講師の招聘・連携市町間の調整
研修会・講習会開催のテーマの選定、案内・広報・周知
会場の提供、準備

関係市町 研修会・講習会のテーマの選定、広報・周知
会場の提供、準備

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

図書館の貸出利用者数 354,003人/年 480,000人/年

佐世保市

連携市町

●研修内容の協議
・連携市町での研修会等の企画、検討
・関係団体等への周知、参加者募集
・研修等実施内容通知（佐世保市⇒連携市町）

●研修会・講演会等の開催
・図書館職員の資質向上
・住民への講演会参加機会の提供

29
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【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ２３ 事業名 図書館相互利用サービス

事業概要 ①佐世保市及び域圏各市町相互において利用者登録・貸出を行う。
②各連携市町の図書館で返却された資料及び相互貸借資料の配送を実施する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

① ● ● ● ● ● ● ② ② 9

連携による効果 連携市町間の相互利用による利便性の向上。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

3,690 3,690 3,690 3,690 3,690 18,450

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市
連携市町住民からの申請に基づく利用者登録・資料貸出
配送事業者との契約事務。連携市町間の調整
相互貸借資料の配送。地元返却図書の返却受付・配送。

関係市町 佐世保市民からの申請に基づく利用者登録・資料貸出
相互貸借資料の配送。地元返却図書の返却受付・配送。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

図書館の貸出利用者数 354,003人/年 480,000人/年

①佐世保市と協定締結する市町住民は、相互の
図書館利用者カードが作成でき、利用が可能
となる。

②連携市町間で図書の貸出・返却を行うため
巡回配送車を運行する。

佐世保市

連携市町

佐世保市民

連携市町民

・貸出依頼
・返却受付
・図書の配送

図書の貸出・返却

図書の貸出・返却

連携市町所蔵図
書の貸出

佐世保市所蔵図
書の貸出
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【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ２４ 事業名 少年科学館事業・理科学習支援

事業概要

少年科学館「星きらり」を活用して、広域圏全市町の小・中学生に次の取り組み
を進めます。
・プラネタリウム無料観覧券の送付（小4・中1）
・新たな少年科学館イベントの招待券送付（小5・中2）
・小値賀町小4児童の佐世保市理科学習支援事業への参加（負担金事業）

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 広域圏小・中学生の理科・科学学習支援に加え、広域圏への愛情や誇りと地元
で働き・暮らす意識の醸成につながります。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

1,146 1,146 1,146 ー ー 3,438

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 ・主体的な事業実施と希望する市町の受入
・参加市町との役割分担を踏まえた事業実施

関係市町 ・役割分担を踏まえた事業実施

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

連携市町の
魅力の周知度

― 90％/年

総合教育センター

少年科学館星きらり

広域圏
１１市町

教育委員会

広域圏
１１市町
小中学校

佐世保市
小中学校

協議・調整
確認

協議・調整
確認

連絡・調整

事業参画
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【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ２５ 事業名 あすなろ教室運営（学校適応指導教室）

事業概要

• 佐世保市において不登校児童生徒への支援として行っている取組のうち、
「サテライトあすなろ―教室（学校適応指導教室）運営」を広域圏に展開し、指
導員数名を配置することで、より多くの児童生徒への支援の手を広げ、佐世
保市並びに広域圏市町が抱える課題解決及び将来の圏域に寄与する人材
の育成につなげるもの。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● 1

連携による効果 教育を受ける多様な選択肢の拡充及び将来の圏域を担う人材の育成

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

5,678 5,678 5,678 5,678 5,678 28,390

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 体制の整備・運営（協議・調整・確認）

関係市町 運営（協議・調整・確認）、事業の周知、学校との連携、該当保護
者・児童生徒の誘導

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

対応児童生徒数 445人/年 745人/年

佐々町教育委員会

佐世保市教育委員会
（佐世保市青少年教育センター）

あすなろ教室 （拡充）
広域圏

あすなろ教室

佐世保市
ＳＴＬ
4箇所

（拡充）
佐世保市
ＳＴＬ
３箇所

（拡充）
佐々町
ＳＴＬ
１箇所

サテライト
あすなろ

担 当

広域圏サテライト
あすなろ教室
指導員 数名

委嘱

対応

対応

対応

※ STL：ｻﾃﾗｲﾄあすなろ教室

応援
対応

指
導
・
総
括

協
議
・
調
整
・
確
認

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 32



【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ２６ 事業名 中心市文化芸術プログラムの広域連携

事業概要

• 佐世保市主要文化施設の指定管理者である「（公財）佐世保地域文化事業
財団」（以下、「財団」）が実施する文化芸術事業に触れる機会を圏域の小中
学生等へ提供する。

• 連携市町においては、毎年度、財団が事業計画の中から連携プログラムとし
て提示したものの中から予算の範囲内で希望する事業に参加する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

連携による効果 文化芸術に触れる機会の創出による圏域内における人材育成の広がり

事業費見込額
（千円）

※ 各年度の事業内容による

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 100,000

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 指定管理者（財団）及び連携市町との調整を行う。

関係市町 中心市と連携し、必要な協力を実施する。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

各文化芸術プログラムに
参加した市町数

― 15（延べ）

佐世保市

指定管理者
（財団）

連携市町

参加学校

参加意向確認

調整
指定管理料
として支出

連携プログラム
提示

負担金支出
（必要な場合）

調整・実施
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【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ２７ 事業名 スポーツ施設相互利用検討

事業概要 • 使用料の設定があるスポーツ施設及び市民・町民のみに開放された施設に
関し、市町間の相互利用を図ることで利便性につなげる。

関係市町構成数
（案）

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 他の市町と連携し、施設利用料や利用条件等を見直すことで、利便性が向上し
満足度に繋がる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

― － ― ― ― ―

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 相互利用の提案・協議・調整

関係市町 相互利用に向けての協議・調整

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

― ― ―

関連市町の施設情報共有

利用に向けての問題点抽出

問題点に関し協議・調整

施設の相互利用
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ２８ 事業名 栽培漁業の広域連携

事業概要

• 栽培漁業の推進による水産資源の維持・増殖のため、連携市町への「余剰
種苗の提供」から「計画生産」に移行し、種苗供給の安定化を目指す。

• 県や連携市町では対応できない圏域に特化した栽培漁業に関する技術・種
苗の開発。

• 漁業の担い手確保に向けた漁業者、学校、学生の各種見学、研修の受入れ。
• 漁船漁業者に低コストの養殖用種苗を安定供給することにより、経営の多角
化を図り、資源保護の推進、所得向上を目指す。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● 4

連携による効果 ・栽培漁業による海域全体の水産資源の維持と漁場環境の保全
・計画的な種苗供給による漁獲量の確保、安定化

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

4,843 4,843 4,843 4,843 4,843 24,215

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 連携市町に対する計画生産による種苗の安定供給の実施。
生産技術開発・支援や情報の提供。

関係市町 水産センターからの種苗の計画的な購入。
種苗購入や情報提供希望者の取りまとめ。

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

計画種苗に対する供給率 85％/年 100％/年

水産センターで
生産していない
種苗の情報交換

・購入希望数に基づく生産数量の決定
・決定数量に基づく計画生産 等

連携市町
各種情報の取りまとめと提供

佐世保市水産センター

他機関

計画的な
種苗購入

計画的な種苗販売
各種情報の提供

佐世保市管内漁協

連携市町管内漁協

連
携

佐世保市栽培漁業推進協議会

水産センターで
生産していない
種苗が購入可能
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№ ２９ 事業名 赤潮監視装置設置

事業概要

• 西九州させぼ圏域市町の各海域に赤潮監視装置を設置し、赤潮の発生をリ
アルタイムで記録・監視することによって、赤潮による漁業被害を最小限にす
る。また、圏域市町の赤潮情報をリンクさせることで潮流による赤潮の移動予
測を行うもの。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● 1

連携による効果
赤潮は潮流と共に北上する傾向があるため、南端に設置した赤潮監視装置の計
測結果を監視することで、赤潮の発生状況を事前に察知することが可能となり、
事前に発生を予測し対策をたて、漁業被害が抑えられる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

7,739 7,739 7,739 7,739 7,739 38,695

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 契約事務および設置後の管理

関係市町 設置後の管理

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

赤潮による漁業被害の件数 0/年 0/年

【事業スキーム】【具体的取組み】新

●赤潮監視装置の一括
契約
●情報の発信方法検討
等

佐世保市

連携市町

○

事

業

内

容

の

協

議

○

調

査

結

果

等

の

活

用

赤潮監視装置設置
各市町のHPに掲載

●地区の漁協との
調整、情報提供 Ｄ漁協

Ｅ漁協

Ｆ漁協

各市町内

●地区の漁協との
調整、情報提供

A漁協

B漁協

C漁協

佐世保市内

閲覧

閲覧

活用

活用
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ３0 事業名 災害時における相互応援体制の確立

事業概要
• 圏域市町が大規模災害に被災し、独自では災害応急対応が困難な場合に、
水や食料等の物資の提供、応援職員の派遣、広域における避難所開設など
の応援体制により、被災住民への迅速な支援を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 非常事態時における相互応援体制の確保

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

― ― ― ― ー ―

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 平時の応援準備 ／ 会議等の調整及び実施 ／ 災害時の即時応援

関係市町 平時の応援準備 ／ 会議等への積極的参加 ／ 災害時の即時応援

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

連携市町における支援実行率 ―
100％/年

（又は実績なし）

平戸市、松浦市、西海市、東彼杵町、川棚町、波佐見町、
小値賀町、佐々町、新上五島町、伊万里市、有田町

　●災害時相互応援体制の応援項目
　　　①災害応急措置に必要な職員の派遣
　　　②食料、飲料水及び生活必需品の提供
　　　③避難・収容施設及び住宅の提供
　　　④医療・防疫・ごみ・遺体処理等の支援
　　　⑤災害応急措置に必要な車両、資機材の提供
　　　⑥その他災害応急措置の応援のため必要な事項
　　　⑦その他必要な応援

佐世保市

松浦市

小値賀町

佐々町

川棚町東彼杵町

新上五島町

西海市

波佐見町

平戸市

伊万里市 有田町

相
互
応
援
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ３１ 事業名 防災行政に関する情報の共有及び職員の資質向上

事業概要
• 多発・激甚化する災害への備えとして、連携都市全体として更なる防災力の
強化を図ることを目的とした「市町の防災力強化研修会」の定期的開催を図
る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 研修費用等の分担 ／ 災害対応にあたる職員の資質向上（連携市町全体）

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

514 514 514 514 514 2,570

国及び県補助制度等 －

役割分担

佐世保市 職員研修に関する事務手続き等及び実施 ／ 費用負担

関係市町 職員研修への積極的な参加 ／ 費用負担

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

研修参加職員の理解度 － 100％/年

平戸市、松浦市、西海市、東彼杵町、川棚町、波佐見町、
小値賀町、佐々町、新上五島町、伊万里市、有田町

佐世保市が中心となり圏域職員のスキルアップを図る

佐世保市

平戸市
松浦市

西海市

東彼杵町

川棚町

波佐見町小値賀町

佐々町

新上五島町

伊万里市

有田町
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【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ３２ 事業名 圏域内のエコライフ推進（「させぼエコラボ」環境啓発ツールの広域展開）

事業概要
• 佐世保市地球温暖化防止活動推進センター「させぼエコラボ」が講座等で使
用している環境教育啓発ツールを提供することで、圏域内のカーボンニュート
ラルを始めとした環境教育の充実を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● 7

連携による効果 他市町と環境教育啓発ツールを共有することで、より少ないコストで圏域内での
啓発効果を生み出すことができる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

― ― ― ― ― ―

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市
・キックオフ会議の開催
・環境教育啓発ツール及び手法の共有
・啓発実績報告の取りまとめ

関係市町 ・環境啓発の実施
・啓発実績の報告

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

環境啓発ツールを活用した
講座やイベント等の参加者数

― 620人/年

①佐世保市から連携市町へツールや啓発手法を提供する。
②連携市町は事業者、市民、学校等にツールを活用した啓発を実施。
③参加者は連携市町に実績を報告する。
④連携市町は年間活用実績を佐世保市に報告する。
⑤年間活用実績を基に活用状況の分析を行い、次年度にフィード

バックする。

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 39



【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ３３ 事業名 ごみの広域処理に関する研究

事業概要

• 持続可能な地域づくりを目指して、住民生活に密接する圏域内のごみの広域
処理について研究を行う。

１．意見交換会の開催
２．情報共有、現状分析など

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

連携による効果 圏域内の将来的な広域処理の可能性について研究し、持続可能な地域づくりに
寄与する。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

18 18 ― ― ー 36

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 ・意見交換会の開催
・広域化の可能性の研究(情報共有・現状分析・課題整理など)

関係市町 ・意見交換会への出席
・広域化の可能性の研究(情報共有・現状分析・課題整理など)

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

― ― ―

関係市町

佐世保市

現状分析・
課題の整理

意見交換会
参加

意見交換会
開催

協議

情報
共有

研究

研究

※各市町による広域処理の
可能性が見出せた場合は
次のステップを検討予定

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 40



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ３４ 事業名 広域圏サポーターの拡大

事業概要

• 西九州させぼ移住サポートプラザが事務局となり、圏域内各地の魅力を集
約・整理し、一体感をもった情報発信（HP、SNS、メディア等）を行う事で、圏
域移住者の増加を図るとともに、将来の移住につながる「関係人口」としての
「広域圏サポーター」の拡大を図る。

• 移住検討者のニーズに応じ、圏域各地を巡る個別移住体験ツアーの実施や、
ワーケーションの推進のほか首都圏等で開催される共同移住相談会におい
て圏域各地を紹介し、圏域移住者の増加を図る。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

連携による効果 圏域の魅力の一体的な情報発信及び魅力体験･紹介等による移住定住促進

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

12,932 12,932 12,932 12,932 12,932 64,660

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 西九州させぼ移住サポートプラザによる事業実施

関係市町 事務協力（情報･素材提供等）､事業実施協力（参加･支援等）

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

移住者数 429人/年 440人/年

情報 素材 参加 協力
負担
金

連携市町

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

≪西九州させぼ≫

①一体感をもった｢情報発信｣（HP､SNS､ﾒﾃﾞｨｱ）

②移住検討者のニーズに応じた｢移住体験ツアー｣
の実施や｢ワーケーション｣の推進等

③｢（共同）移住相談会｣における圏域各地の紹介

西九州させぼ移住サポートプラザ
事務局（佐世保市）

移住者

関係人口

ｻﾎﾟｰﾀｰ

移住者

移住者 ｻﾎﾟｰﾀｰ
ｻﾎﾟｰﾀｰ

圏域移住 圏域来訪･支援

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 41
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ３５ 事業名 移住・定住連携窓口の広域圏活用

事業概要
• 西九州させぼ移住サポートプラザ（交流スペース）における圏域内各地のパ
ンフレット等展示、イメージ動画展示（動画再生）及び移住相談受付、移住定
住イベントの共同実施等

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 西九州させぼ移住サポートプラザにおける広報及び窓口機能等による移住定住
促進

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

― ― ― ― ― ―

国及び県補助制度等 ―

役割分担
佐世保市 西九州させぼ移住サポートプラザにおける圏域各地の広報

移住相談受付・各自治体への案内等橋渡し

関係市町 事務協力（情報･素材提供等）､事業実施協力（橋渡し受入等）

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

移住者数 429人/年 440人/年

情報 素材 参加 協力

連携市町

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

①各地域のパンフレット設置

②各地域のイメージ動画展示（動画再生）

③各地域への移住相談の受付･各自治体への案内等

④移住定住イベントの共同実施等

西九州させぼ移住サポートプラザ
交流スペース・窓口（佐世保市）

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

案内

プラザ･イベント来訪者
(移住検討者)

情報 受付

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 42



【事業スキーム】【具体的取組み】新

№ ３６ 事業名 離島地域の移住・観光における広域連携の研究

事業概要

• 各島における移住、観光などの現状把握を行い、効果的なPR等について合
同で研究を行う。

• 研究結果を基に、毎年11月に東京で開催される全国の島々が集まり、島の
魅力をアピールする国主催の交流イベント「アイランダー」に３島連携で参加
するほか、独自イベント（交流会、相談会）を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● 2

連携による効果
五島列島に所在する各島の特色を活かしながら一体的にPRすることで、スケー
ルメリットが働き、関東圏での認知度を向上させることができる。ひいては交流・
関係人口の増加につながり、過疎化に一定の歯止めをかけることも期待できる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

3,611 3,765 3,765 3,765 3,765 18,671

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 ３島の事務取りまとめ／イベント関係の連絡調整

関係市町 各島の研究／イベント関係の連絡調整

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

関東圏での移住相談件数 3/年 10/年

合同PR研究（協議・検討）

研究結果に基づいた企画
（関東圏でのPRイベント等）

実施した企画に対する評価

評価に対した、改善

新
上
五
島

宇
久

小
値
賀

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 43



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ３７ 事業名 男女共同参画推進啓発

事業概要

• 佐世保市男女共同参画推進センター「スピカ」を拠点とし、男女共同参画の
意識啓発を推進します。

• ・佐世保市で実施している講演会やセミナー等の情報提供。
• ・佐世保市が企画し、各市町で出前講座やセミナー等を開催。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● 9

連携による効果 ・圏域内住民への同水準の啓発
・各市町担当者の人的負担軽減

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

86 86 86 86 86 315

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 セミナーの企画、講師との調整、開催時の運営支援

関係市町 開催場所の設定、広報、講師謝金の支払い

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

セミナー等参加者数 17人/年 70人/年

佐世保市

連携市町

各種関係団体等

セ

ミ

ナ

ー

内

容

協

議

募集・セミナー等実施内容通知

参加連絡

参加セミナー等開催

調整・運営

開催支援

佐世保市

各市町

【男女共同参画セミナー、講演
会】

住民

住民

各種関係団体等

募集・セミナー等実施内容通知

参加連絡

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 44



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ３８ 事業名 人事交流制度による職員のスキルアップ・意識醸成

事業概要
• 行政課題の克服や、ノウハウの蓄積に寄与する分野のマッチングを行い、連
携市町間での人事交流を行い、実務を通じて人材育成や業務ノウハウの習
得を行う。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● 3

連携による効果 職員の資質向上、ネットワークの構築による組織の活性化

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

― ― ― ― ― ―

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 人事交流のとりまとめ

関係市町 各町の特色ある分野の紹介及び人事交流の人選等

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

人事交流の実施率 0％/年 100％/年

佐世保市

各連携市町

①
関係市町の
分野毎の特
色、ノウハ
ウの提示

②
分野毎の特
色等を連携
市町に提供

③
②の情報を
基に人事交
流の希望を
回答

④各連携市町の希望調査結果を基に、人事交流

のマッチングを実施し、各市町で調整を実施

１．次期西九州させぼ広域都市圏ビジョンにおける連携事業について 45



【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ３９ 事業名 教職員研修の共有連携（教育センター研修の活用）

事業概要 北部９市町の教員に対し、佐世保市教育センターで開催する研修の一部を共有
し、研修の機会を増やす。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
町

川
棚
町

波
佐
見
町

小
値
賀
町

佐
々
町

新
上
五
島
町

伊
万
里
市

有
田
町

合
計

● ● ● ● ● ● ● ● ● ９

連携による効果 連携９市町教員の研修の機会が増えることから、広域圏の教員の資質向上が期
待できる。

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

合計

733 733 733 733 733 3,665

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 研修の企画及び運営（案内状の送付及び受講者登録、資料印刷
など）

関係市町 各市町における受講希望者の確認・人数調整

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

受講者の研修目標達成率 ― 100％/年

連携事業による９市町の教員研修受講環境の増加
⇒上記課題の解決を図る。

佐世保市

北部９市町

佐世保市教育センターにて実施

長崎県教育センターにて実施

広域圏の教員の資質向上を図ることができる。

連携９市町は、佐世保市教育
センターの研修に参加できる
ようになる。

近隣にありながら、市町による
研修数に差がある可能性がある。

※既存の事業費で賄えるため、特別な予算を講じる必
要はありません。
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【事業スキーム】【具体的取組み】

№ ４０ 事業名 公民連携プラットフォームの形成

事業概要 • 佐世保市が保有するＰＰＰプラットフォーム機能の広域展開を図ることにより、
圏域全体での公民連携を促進する。

関係市町構成数

平
戸
市

松
浦
市

西
海
市

東
彼
杵
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● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 11

連携による効果 プラットフォームを活用した公共施設のＰＰＰ導入促進による、圏域の公共サービ
スの向上

事業費見込額
（千円）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027（R9）
2028

（R10）
合計

2,343 2,343 2,343 2,343 2,343 11,715

国及び県補助制度等 ―

役割分担

佐世保市 ・ＰＰＰプラットフォームの企画・運営及び案件形成支援
・ＰＰＰ/ＰＦＩに関する職員の理解促進及び推進に向けた検討

関係市町 ・ＰＰＰプラットフォームの活用
・ＰＰＰ/ＰＦＩに関する職員の理解促進及び推進に向けた検討

KPI 
（重要業績評価指標）

指標
現状値

(令和４年度)
目標値

(令和10年度)

プラットフォームへの参加者数 141人/年 180人/年

佐世保PPPプラットフォーム

企画・運営

佐世保市

セミナー等

事業説明

意見・提案

連携市町
自治体

○ ○ ○

○ ○ ○

民間事業者

○ ○ ○

○ ○ ○
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№ 事業名 区分
総合評価

（５点満点）
理由

3 道の駅広域連携 廃止 2.0
・別の連携協議体である「道の駅連絡会」があり、連携事業への参画自治

体が少なく、期待していた費用対効果がみられなかったため。

6 クルーズ船入港体制整備 完了 3.7
・令和2年3月、浦頭地区国際クルーズ拠点整備の完了によるもの。

※次期ビジョン『No.5 広域連携による周遊観光の推進』事業において、
クルーズ客を含めた観光客の周遊促進を実施予定。

8 名切地区再整備 完了 2.5
・令和4年4月、佐世保中央公園のリニューアルオープンによるもの。

※次期ビジョン『No.14 佐世保市中央公園の利用促進』事業において、
中央公園の活用促進を実施予定。

9 俵ケ浦半島開発 完了 2.5 ・令和3年3月、九十九島観光公園の一部供用開始によるもの。

10
大学等による地域課題解決に
向けた研究の推進

廃止 2.0

・各自治体において既に大学連携事業の展開がなされており、当事業の目
的である「高等教育・研究開発の環境整備」は達成されており、広域事
業として共同研究などを委託する必要性に乏しいため。

・連携事業の必要性や有効性についての連携市町の評価も低いため、今後、
連携体制を構築し、具体的な共同研究等を行うことに対するニーズも少
ないため。

12
工業団地の造成・企業誘致の
推進

廃止 3.0

・各自治体間の企業誘致状況および工業団地造成に関する情報共有の契機
としての機能を担ったが、取組前に想定していた新卒者やＵＪＩターン
者などの多様な雇用の場の確保、定住人口の増加といった実績や効果は
得られなかったことや、事業の性質上、自治体間競争の側面が強く、連
携事業になじまないため。

13
圏域における交流拠点機能の
連携

廃止 3.0
・別の連携協議体である「肥前窯業圏活性化推進協議会」においても連携

し、取組を行っているため。

16 平戸城大規模改修 完了 5.0 ・令和3年4月、平戸城のグランドオープンによるもの。
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№ 事業名 区分
総合評価

（５点満点）
理由

31 新規漁業者等就業支援 廃止 2.7
・長崎県において同様の就業支援事業を実施しており、広域連携地域内に

とどまらず、県が実施する研修事業を活用することでさらなる交流の拡
大に期待ができるため。

32
水産資源の増殖対策及び漁業
生産環境等改善

廃止 3.8
・水底質調査による改善や種苗放流を各自治体で独自に行っており、広域

的な事業として事業を実施する必要性に欠けているため。

35 エコアクション21 廃止 1.7
・長崎県が実施するエコアクション21普及啓発事業と重複しており、今後

は各市町が県事業を活用するものとする。

36 親子でエコチャレンジ 廃止 4.0
・本事業は佐世保市が地球温暖化対策啓発のノウハウを周辺自治体と共有

するための事業であるが、連携市町において事業の手法は定着しており、
一定の役割を終えたものと判断したため。

37
海上交通（航路）の維持・活
性化

完了 3.0
・連携事業の開始時の目的である宇久平港と小値賀港の母港標準化並びに

高速船の増便、バリアフリーに対応した新船フェリー（いのり）の就航
が実現したことによるもの。

38
オープンデータ利活用の推進
に係る取組み

廃止 3.4
・長崎県全体の取組である「ながさきSociety5.0プラットフォーム」へ活動

へ統合するもの。

39 情報通信インフラの共同利用 廃止 1.6

・自治体の基幹系業務システムを国が指定するデータセンターで利用し、
かつ全国の団体でシステムを共通化する「地方公共団体の基幹業務シス
テムの統一・標準化」が義務化されたことから、「自治体クラウド」の
意義が失われたため。

42 婚活サポート推進 廃止 2.8
・佐世保市のお見合いシステムを中心に、広域都市圏での連携を図ってき

たが、令和4年度末で本市システムは廃止しており、各市町に連携の意向
を確認した結果からも本事業を廃止するもの。


